
１．はじめに

このシリーズでは，ODAにかかわる幾つかの錯誤の背景とその内容を採りあげて

いる。その一１）では，日本の ODAの定義から派生する幾つかの錯誤について，そし

て，その二２）では，ODAの予算と実施体制にかかわる錯誤について報告した。

今回は，ODAの質に焦点をあて，日本の ODAにかかわる基本的な資料である外

務省作成の政府開発援助（ODA）白書をひも解きながら，ODAの質はどのような指

標で示されているのか，その内容はどのようなものか，それらの指標の問題はどこに

あるのかを分析し，最後に，それらをもとに ODAの質に関して発生している幾つか

の錯誤をまとめてみた。なお，ここでは，ODAの質に関し，できるかぎり数量的に
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とらえうる指標を採りあげ，それらに加えて，幾つかの定性的な指標についても論考

を試みた。

２．ODAの質に関する幾つかの批判

第二次大戦後の高度経済成長期の良好な財政状況，さらには東西冷戦のもとで，量

的な拡大が進められ，プレゼンスを高めてきた日本の ODAは，マスメディアなどか

らの批判３）を受けてきた。以下に，ODAに対する批判の中から，その質に関係する

事項を整理しておく。

（１）贈与比率などの金融条件

・有償資金協力が多く，贈与が少ない

・援助受取国を援助依存症，債務漬けにしている

（２）タイド・アンタイドなどの調達条件

・日本の技術の押し付けであり，日本企業がもうけているだけ

・日本企業へのひも付きが多く，有償資金協力は隠れタイドである

（３）支援分野および支援地域

・経済的・社会的な弱者に裨益しない経済インフラばかりを支援している

・アジアに偏重し，貧困が多いアフリカへの支援が少ない

（４）自然・社会環境

・住民移転や土地収用などにおいて，弱者への配慮が欠けている

・自然環境や生物多様性への対応が弱い

（５）その他

・「ODA額を GDPの０．７％」という国際約束に程遠い ODA実績である

・国際協調への取り組みが弱い

・使われていない，役に立っていないといった無駄な援助が多い

・内容が公表されず，透明性が低い

・ODA関連の汚職拡大など，援助受取国のガバナンスを劣化させている

これらが，すべてではないが，日本の ODAの質にかかわる主要な批判項目であ

る。

３．日本の ODAの量的拡大から質への転換に向けて

１９７０年代の後半から量的な拡大が図られてきた日本の ODAは，１９９０年代には DAC

諸国４）の中で ODA供与額トップの座を守り続けた。しかし，１９９０年代後半の ODA一

般会計予算の削減５）という大きな逆風を受け，２０００年代に入ると，DAC諸国の中での
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出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」各年度版より作成

地位も低下した。このため，ODA予算削減を食い止めるため，また，日本の国際的

な地位の確保のためにも，ODAの改革が進められてきている。

ODAの質の改善に着目してみると，例えば，２００３年に改訂された ODA大綱にお

いて「政府開発援助の戦略性，機動性，透明性，効率性を高めることが重要である」

といった質の向上がかかげられ，さらに，２００５年の ODA中期政策においても「効率

的・効果的な援助実施に向けた方策」として実施体制に言及が行なわれた。それを受

け，２００８年１０月に JICAと旧 JBIC有償資金協力部門との統合による ODAの新たな実

施体制５）に移行した。

（１）日本の ODAの量的拡大とその結末

日本の ODAは，図－１に示されるように，１９７０年代後半からの五次にわたる倍増

計画６）の下で，１９９０年後半までは予算面のみならず実績においても量の拡大がひたす

ら図られてきた。

図－１ ODA予算額の推移と ODAに関連する主要な事項

その結果，１９９０年代には DAC諸国で最大の ODA供与国になったが，１９９７年の財

政構造改革にともなう ODAの一般会計予算の削減７）を契機として，２０００年にはアメ

リカに第一位の座を譲り，２００５年には第三位の位置に，さらに２００７年以降は第五位に

までその順位を下げている。
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出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」各年度版より作成

（２）DAC主要国の数字からみる ODAの量と質

ODA白書８）の ODA主要国の政府開発援助の比較という項目にある量的側面からの

比較の欄においては，ODAの質をとらえる指標として，ODA実績総額，ODA実績

の対 GNI比，DAC諸国全体に占めるシェアなどの六つの指標を，また質的側面から

の比較という欄では，ODA全体のグラント・エレメント，二国間借款のグラント・

エレメント，二国間 ODAの対 LDCグラント・エレメント，政府開発援助 ODA全体

の贈与比率，二国間 ODAの贈与比率，そして，二国間 ODAのタイイング・ステー

タスの六つの指標が示されている。

１）ODA実績という量の推移

２０００年以降における DAC主要国の ODAの実績額をみると，図－２に示されるよ

うに，アメリカの急増が特筆できる。その原因は，２００１年の３・１１と呼ばれる世界同

時多発テロ，同年のアフガニスタン侵攻と２００３年のイラク侵攻に代表されるテロ対策

関連への重点的な ODA増である。

図－２ DAC主要国５カ国の ODA実績の推移（支出純額ベース）

日本の ODAは，DAC主要国の ODA増傾向にもかかわらず，財政悪化に伴う予算

削減結果としての援助疲れ９）状況にあり，この現象は，東西冷戦終結後の１９９０年代の

アメリカやヨーロッパ諸国の状況と酷似している。

２）ODA白書にまとめられた ODAの量と質の指標

ODA白書にもとづき，DAC主要国の ODAの量と質にかかわる代表的な指標を整
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理すると表－１に示すとおりである。

３）量の指標でありながら質をあらわす指標

ODA白書においては，量的側面の指標でありながら，ODAの質をあらわす指標と

考えられる ODA実績の対 GNI比と多国間 ODAシェアという二つの指標をまず検討

してみよう。

①ODA実績の対 GNI比

この指標１０）は，１９７０年の国連総会で「GDPの０．７％を ODAに」と決議された国際

約束であり，ODAの量を示す数字であるとともに，ODAの質の示す側面もある。

DAC諸国の ODA実績の対 GNI比の最近の数字を表－２に示す。

多くの援助供与国がこの数字の達成のための努力をしているが１１），DAC主要国の

中では，日本とアメリカが飛びぬけて低い数字である。

日本は２００６年の小泉政権のいわゆる骨太の方針，すなわち，経済財政運営と構造改

革に関する基本方針において「０．７％目標の達成に引き続き努力する」という表現に

とどまっているのが実情である。

②多国間 ODAシェア

これは，ODA実績額に占める世界銀行などの国際金融機関および国連などの諸機

関に出資または拠出される ODA額の割合を示すもので，国際協調という観点から，

量を示す指標であり，質を示す指標でもある。

二国間 ODAが，援助供与国の開発の経験を援助受取国に伝える役割であるとすれ

ば，多国間 ODAは，国際機関の活動を通じて，援助供与国と援助受取国が協調して

取り組むべき地球規模の課題への対応である。その一つの例であるMDGs１２）では，援

助供与国と援助受取国が協調して解決すべき８のターゲットと２０の開発課題が具体的

に提示されている。

日本の多国間 ODAの実績は，３０％程度で推移している。数字はともかく，課題は，

この国連機関などへの拠出部分の ODA予算がすべての省庁の既得権益化となってお

り，ODAの目的である援助受取国の弱者の社会福祉の増進に必ずしも直接的に寄与

していないことは前報１３）において指摘した。

（３）ODAの質を定量的に示す典型的な指標

日本の ODAの質を示す指標として採り上げられているグラント・エレメント，贈

与比率およびタイイング・ステータスを少し詳しく検討してみよう。

１）グラント・エレメント（grant element）

グラント・エレメントとは，援助受取国に返済や利払いの過度の負担が発生しない
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表－１ DAC主要国の ODAにかかわる量および質の比較

量的側面からの比較（支出純額ベース） 暦年 日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス

ODA実績総額（名目ベース，億米ドル）
２００９ ９４．７ ２８８．３ １１２．８ １２０．８ １２６
２０１０ １１０．２ ３０３．５ １３０．５ １２９．９ １２９．２

ODA実績の対 GNI比（％）
２０００ ０．２８ ０．１ ０．３２ ０．２７ ０．３２
２００５ ０．２８ ０．２２ ０．４７ ０．３６ ０．４７
２０１０ ０．２ ０．２１ ０．５７ ０．３９ ０．５

DAC諸国全体に占めるシェア（％） ２０１０ ８．６ ２３．６ １０．２ １０．１ １０．１

対前年度比名目費の伸び率（％） ２００９→２０１０ １６．４ ５．３ １５．７ ７．５ ２．５

ODA約束額（債務救済を含む，億米ドル） ２００９ １８２．１ ３３４．４ １５０．９ １６４．９ １４５．６

ODA実績の多国間 ODAのシェア
（２ヵ年間の平均，％）

２０００／２００１ ２６．２ ２６．６ ４１．３ ４４．７ ３４．７
２００５／２００６ ２７．３ ９．２ ２７．２ ２９．４ ２６．５
２００９／２０１０ ３１．８ １２ ３５．４ ３８ ４１．１

ODA実績の対 LDC配分
（２ヵ年間の平均，％）

２０００／２００１ ２１．９ ２８ ４５．２ ３２ ３６．３
２００５／２００６ ２７．４ ２８．９ ３４．１ ２６．８ ２６．９
２００８／２００９ ４０．６ ４３．４ ４９．７ ３５．８ ３４．４

質的側面からの比較（約束額ベース）

グラント・エレメント（２ヵ年間の平均，債務救済を除く，％）

ODA全体
２０００／２００１ ８７．９ ９９．７ １００ ９６．８ ９６
２００５／２００６ ８８．４ １００ １００ ９７．４ ９４．８
２００８／２００９ ８５．８ １００ １００ ９２．７ ８９．４

二国間有償資金援助
２０００／２００１ ７２．９ ６３．１ ４３．４ ６５．３ ５５．９
２００５／２００６ ７４．８ ６９．５ － ６３．６ ５５．１
２００８／２００９ ７３．１ － － ４７ ５４．９

二国間 ODAの対 LDC ２００８／２００９ ９８ １００ １００ １００ ９３．２

贈与比率（２ヵ年間の平均，債務救済を除く，％）

ODA全体
２０００／２００１ ５１ ９９．２ ９６．６ ９０．８ ９１．４
２００５／２００６ ５４．１ ９９．９ ９５．７ ８２．４ ８６．９
２００８／２００９ ４７．２ １００ ９５ ８４．４ ７３．２

二国間 ODA
２０００／２００１ ３９．４ ９９ ９４．１ ８２．７ ８６．１
２００５／２００６ ４１．５ ９９．９ ９３．２ ７１．８ ８１．２
２００８／２００９ ３６ １００ ９２．５ ７３．４ ６０．６

二国間 ODAのアンタイド比率（％）
２０００ ８６．４ － ９１．５ ９３．２ ６８
２００５ ８９．６ ５９．４ １００ ９３ ９４．７
２００９ ９４．８ ６９．８ １００ ９７．１ ８９．５

その他（約束額ベース）

二国間 ODAの分野別配分（％）

社会インフラ
２０００ ２３．６ ３９．１ ２６．８ ４４．５ ３９．１
２００５ ２０ ４２．８ ２５．３ １８．２ ２５．２
２００９ ２９．７ ５３．５ ４５．３ ４９．６ ３７．５

経済インフラ
２０００ ３２ １３．８ ６．５ １３．９ ４．５
２００５ ２３．４ ７．８ ２．７ １２ ９．４
２００９ ３３．５ ９ １３．４ ２１．８ ９．３

ODAの NGO補助金の割合（％）
２００６ ０．９ － ２．９ － ０．４
２００９ １．３ － ２．２ － ０．２

出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」各年度版から作成
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ように考え出された指標１４）である。すなわち，年率金利１０％の商業条件の場合を０％

とし，金利や返済期間などが緩和されるに従ってその数値は大きくなり，返済を伴わ

ない贈与の場合は１００％とされる。グラント・エレメント２５％以上の供与条件が ODA

とみなされる１５）。つまり，贈与の割合が多くなればなるほど，また，有償資金協力の

場合には，低い金利で，長期の元本の償還や利払い期間というような金融条件がソフ

ト（緩やか）になるほど，グラント・エレメントの値は大きくなる

ODA白書では，ODA全体および二国間有償資金協力および対 LDC向けの ODAの

三つの指標が示されているが，ここでは，ODA全体および二国間有償資金協力のグ

ラント・エレメントについて考察しよう。

①ODA全体のグラント・エレメント

DAC諸国の ODA約束額のグラント・エレメントは，表－４に示されるように，

グラント・エレメントが１００の国が半数以上の１３カ国である１６）。

日本のグラント・エレメントは８５．８と比較的高い値ではあるが，それでも DAC諸

国中の最下位に甘んじている。これは，譲許性１７）が高いとはいえ，ODAに占める有

表－３ DAC諸国の国際機関への ODA額のシェア（２００９年）

Ⅰ．４０％以上の国
イタリア（７３．５％） オーストリア（５５．６％） ギリシャ（５１．１％）
ポルトガル（４６．０％） フランス（４３．０％） ドイツ（４１．３％）

Ⅱ．２０％以上～４０％未満の
国

ベルギー（３９．３％） フィンランド（３８．７％） ルクセンブルク（３５．９％）
日本（３４．８％） イギリス（３４．５％） スウェーデン（３３．８％）
デンマーク（３２．２％） スペイン（３２．１％） アイルランド（３１．１％）
韓国（２８．８％） ニュージーランド（２６．９％） オランダ（２５．３％）
スイス（２４．２％） ノルウェー（２２．５％） カナダ（２１．５％）

Ⅲ．２０％未満の国 アメリカ（１２．７％） オーストラリア（１６．８％）

出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」２０１１年度版から作成

表－２ DAC諸国の ODA実績の GNI比率（２０１０年）

Ⅰ．０．７以上の国
ノルウェー（１．１０） ルクセンブルク（１．０５） スウェーデン（０．９７）
デンマーク（０．９１） オランダ（０．８１）

Ⅱ．０．３以上～０．７未満の国

ベルギー（０．６４） イギリス（０．５７） フィンランド（０．５５）
アイルランド（０．５２） フランス（０．５０） スペイン（０．４３）
スイス（０．４０） ドイツ（０．３９） カナダ（０．３４）
オーストラリア（０．３２） オーストリア（０．３２）

Ⅲ．０．３未満の国
ポルトガル（０．２９） ニュージーランド（０．２６） アメリカ（０．２１）
日本（０．２０） ギリシャ（０．１７） イタリア（０．１５）
韓国（０．１２）

注：韓国は２００９年から OECD/DACに加わった。
出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」２０１１年度版から作成
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出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」２０１１年度版から作成

償資金協力の部分が大きいためである。

②二国間有償資金協力のグラント・エレメント

DAC諸国の中で，大きな額の有償資金協力を行っている日本，ドイツおよびフラ

ンスの二国間有償資金協力のグラント・エレメントの推移を図－３に示す。

図－３ 日本，ドイツ，フランスの二国間有償資金協力のグラント・エレメント

なお，これらの図表において，グラント・エレメント算出にあたっては，回収金部

分を控除したネットの事業予算，つまり，有償資金協力の予算が見かけ上は圧縮され

た数字が使われているが，もし，回収金部分を組み込んだグロスの事業予算を算定に

使えば，日本の ODAのこれら二つのグラント・エレメントは DAC諸国の中でもず

表－４ DAC諸国の ODA実績のグラントエレメント（２００８／２００９，２ヵ年間の平均）

Ⅰ．１００（贈与のみ）の国

オーストリア（１００） ルクセンブルク（１００） スイス（１００）
カナダ（１００） オランダ（１００） イギリス（１００）
デンマーク（１００） ニュージーランド（１００） アメリカ（１００）
ギリシャ（１００） ノルウェー（１００） フィンランド（１００）
アイルランド（１００）

Ⅱ．９０以上～１００未満の国
スウェーデン（９９．９） ベルギー（９９．７） オーストラリア（９９．６）
イタリア（９８．９） ポルトガル（９６．４） スペイン（９５．９）
ドイツ（９２．７）

Ⅲ．９０未満の国 韓国（８９．８） フランス（８９．４） 日本（８５．８）

出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」２０１１年度版から作成
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表－５ DAC諸国の ODA実績の贈与比率（２００８／２００９，２ヵ年間の平均）

Ⅰ．１００（贈与のみと想定）
の国

カナダ（１００） ルクセンブルク（１００） ギリシャ（１００）
オランダ（１００） アイルランド（１００） ニュージーランド（１００）
アメリカ（１００）

Ⅱ．９０以上～１００未満の国

オーストリア（９９．４） スイス（９９．２） デンマーク（９８．９）
オーストラリア（９８．８） スウェーデン（９８．５） ベルギー（９８．４）
フィンランド（９７．４） ノルウェー（９６．３） イギリス（９５．０）
イタリア（９３．５）

Ⅲ．９０未満の国
ポルトガル（８７．０） スペイン（８５．２） ドイツ（８４．０）
フランス（７３．２） 日本（４７．２） 韓国（４４．０）

出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」２０１１年度版から作成

ば抜けて低い数字となることは間違いない。ここにも数字のトリックが隠されてい

る。

２）贈与比率（grant share）

この指標は，ODAの約束額に占める贈与部分，すなわち無償資金協力，技術協力

ならびに国際機関等への出資・拠出の割合である。

①ODA全体の贈与比率

DAC諸国の ODA実績の贈与比率は，表－５に示されるように，DAC諸国の中で

贈与比率１００の国が７カ国あり，さらに１０ヵ国が９０を超えている。

日本の贈与比率は４０台後半の値で，韓国とともに最低位にある。これは，理由は，

日本の ODA実績に占める有償資金協力の部分が大きいことにつきる。

さらに，グラント・エレメントの場合と同様に，もし，回収金部分を加味したグロ

スの事業予算を算定に使えば，日本の ODAの贈与比率はさらに低下し，DAC諸国

の中でも格段に低い数字となることは容易に想像される。

②二国間 ODA約束額の贈与比率

この指標は，ODA約束額から国際機関への出資・拠出１８）を除いた二国間 ODA部

分の贈与比率，すなわち二国間 ODA約束額に占める贈与分の割合である。DAC主

要国でその推移を図－４に示す。

この図からも，日本の ODAにおいて，有償資金協力の割合が極めて大きいことか

ら，DAC主要国の中では，贈与比率が極端に低い。もし，グロスの ODA事業予算

を使って算出すれば，おそらくは２０％程度にまで数字が下がるであろう。
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３）タイイング・ステータス（tying status）

ODAの基本は，援助供与国から提供される ODAによって調達される財とサービ

スが援助受取国において実施される開発事業に投入されることである１９）。

調達される財とサービスが，どのような国や地域の提供者（サプライヤー）から供

与されるかということから，調達に関する適格性２０）の問題がでてくる。この適格性を

示すのがタイイング・ステータスという指標であり，財とサービスの提供者が援助供

与国に限定される場合をタイドと呼ばれ，提供者が援助供与国以外の国や地域に開放

されている場合がアンタイドである２１）。

ODA白書に示される DAC諸国の ODA約束額のアンタイド比率をまとめると表－

６のようになる。

この表からは，タイド条件適用可能な贈与が多いにもかかわらず，DAC諸国の大

半の国のアンタイド比率が８０％を超えている。これは，調達条件がアンタイドである

国際機関への出資や拠出が含まれている一方で，タイド条件の高い技術協力や行政費

用が算定では除かれているためである。

日本の場合は，有償資金協力が多く，しかも，その有償資金協力では見かけ上はア

ンタイド化が進んでいるために，この表で示されるアンタイド比率は，DAC諸国の

中でも上位の位置にある。

図－４ DAC主要国の二国間 ODAの贈与比率の推移

出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」各年度度版から作成
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なお，DACの規程によれば，贈与の場合にはタイド条件が，他方，有償資金協力

の場合には原則アンタイドが適用されることになる。

（４）支援の入り口のみに着目した ODAの質

ここまで，ODAの質を定量的に示す典型的な指標として，グラント・エレメント，

贈与比率およびタイイング・ステータスという三つの指標を検討してきた。

グラント・エレメントと贈与比率は，援助供与国から援助受取国に供与される

ODAの金融条件を示す指標に過ぎない２２）。これらの指標の数字が高いほど，援助受

取国にとって有利であることは事実である。しかし，これらは，いずれも支援の条件

に過ぎず，援助受取国で行われる開発事業の質，さらにはその開発事業によってもた

らされる成果からは，残念ながらまったくかけ離れていることをここでは指摘してお

きたい。

１）二つの金融条件から判断される日本の ODAの質

他の主要な援助供与国と比較して，日本の ODAでは有償資金協力の割合が大きい

ことから，贈与比率およびグラント・エレメントについては，「日本は（OECDの）

DACメンバー国の中で最下位の常連で成績がかんばしくない。日本の ODAは量的

にはともかく質的の面で問題があるという内外からの批判は，ここから出ている」と

指摘する論者２３）もある。しかし，再度，書けば，これらの指標は，ODAの供与条件

にかかわる指標に過ぎず，ODAの質を言い表すものではない。

２）調達条件としてのタイイング・ステータス

日本の ODAは「アンタイド比率が高いという調達条件から，他の援助供与国の

ODAに比べて優位性がある」という論点２４）も示されている。

その一方で，過去には，DAC諸国や援助受取国の政府や企業などから隠れタイド２５）

表－６ DAC諸国の ODA約束額のアンタイド比率（２００９年）

Ⅰ．１００の国
アイルランド（１００） ルクセンブルク（１００） イギリス（１００）
ノルウェー（１００）

Ⅱ．８０以上～１００未満の国

スウェーデン（９９．９） スイス（９９．２） カナダ（９８．３）
ドイツ（９７．１） デンマーク（９６．６） ベルギー（９５．５）
日本（９４．８） オーストラリア（９０．８） フィンランド（９０．３）
ニュージーランド（９０．１） フランス（８９．５） オランダ（８０．８）

Ⅲ．８０未満の国
スペイン（７６．６） アメリカ（６９．８） イタリア（５６．２）
オーストリア（５５．２） ギリシャ（４９．８） 韓国（４８．４）
ポルトガル（２８．１）

注：技術協力および行政経費を除く
出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」２０１１年度版から作成
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注：世界銀行との協調融資の構造調整，財政支援のセクター・プログラム融資
などを除く。

出典：JICA年報２０１１より作成

という批判も出されていたことを受け，日本の有償資金協力ではアンタイド化が進め

られてきた。

その結果として，図－５に示すように有償資金協力における日本企業の受注実績の

低調という事態が継続しており，最近では，日本企業のみに限定した特別な有償資金

協力の制度が導入されてきている２６）。

図－５ 日本の有償資金協力（外貨建調達部分）の調達先の国籍別比率の推移

なお，財とサービスの調達に関しては，汚職といった負の側面も ODAの質の問題

として存在することも事実である。財とサービスの提供者にとっては，民間の資金に

比べて，ODAは政府の予算であるがゆえに安全・安心・安定な資金とみなされてい

る。

調達という関門を通過して受注に至れば，契約金額は，無償資金協力の場合でも数

億円といった規模が通常であり，有償資金協力の場合には，５年間といった ODA供

与期間中に数百億円を超えることも少なくない。調査や設計・施工管理を行う開発コ

ンサルタント企業の受注額も時として数億円を超えることもある。このような安全・

安心・安定した・高額な契約を受注するためにはあらゆる手段が講じられることは想

像に難くなく，そこに，マスメディアなどで採りあげられる ODA関連のスキャンダ

ルも発生することになる２７）。

３）金融条件と調達条件のトレードオフ問題
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無償資金協力や技術協力などの贈与は，返済や利払いが発生しない金融条件で供与

されるが，財とサービスの調達条件は，基本的には援助供与国の提供者に限定される

タイドという条件である。これに対して，返済・利払いの必要な有償資金協力の調達

条件は，DACの規程ではアンタイドが基本とされている。

この関係から読み取れることは，タイド条件の贈与では，財とサービスを提供でき

る提供者の数が限定的で競争原理が働かない結果，財とサービスの契約額は高くな

り，それに対して，援助受取国にとって返済と利払いの必要な有償資金協力では，ア

ンタイドの調達条件のもとで，競争原理が働き比較的に安い金額での契約額に収まる

ことが多いというロジックが存在する。つまり，返済・利払いの有無という金融条件

を採るのか，それとも競争原理が働く結果として契約額の低い調達条件を採るかとい

う二者選択の問題が発生し，その金融条件と調達条件とは相容れないトレードオフの

関係にあるというのが今までの論者２８）の指摘することがらである。

最近の日本の有償資金協力では，上述のごとく，日本企業の受注を促進するような

タイド条件の適用が可能な融資制度の導入が進められている。従って，無償資金協力

は従来どおりにタイド，有償資金協力もタイド化に進めば，上記のごとくのトレード

オフの関係は成立しないのではなかろうか。

（５）社会インフラか経済インフラか

経済発展は，住民や民間企業の活動により資金が廻ることによって達成される。そ

のためには住民や民間による活動を進めることである。したがって，まずは，教育や

医療といった基礎インフラの整備を行い，住民や民間による活動を進め，次にそれら

を支えるための経済インフラを整備していくことが順序であると前報２９）で述べた。

ODAの本来の目的は，援助受取国の国際収支の改善への支援である。しかし，日

本の ODAでは，それから乖離して，政府対政府３０）という暗黙の了解のもとでの財政

支援になっているため，日本の ODAによる支援対象の開発事業の多くは，政府また

は政府機関が実施の主体となるインフラ整備事業となっている。

ここで，ODA白書から，DAC主要国の ODAによる支援対象分野をチェックして

みると，図－６のごとくとなる。

日本の分野別実績を見ると，DAC主要国の中でも，経済インフラへの支援がずば

ぬけて大きいことが明らかである。これは，返済を求める有償資金協力の割合が高

く，その有償資金協力の支援対象分野が，経済性・採算性の高いと想定される経済イ

ンフラとなっているためである。

留意点としては，社会インフラであるからといって，それらが弱者の社会福祉の増
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進にすべてが寄与していることではないことである。すなわち，ODAによって調達

される財とサービスは，基本的には援助受取国の国内で調達されるものではなく，多

くの場合には，先進国の技術水準のものである。そのような財とサービスが投入され

る開発事業の受益者は，援助受取国の上層部やせいぜい中間層に限られる３１）。社会セ

クターの範疇に入っていても，弱者には直接裨益しない開発事業が日本の ODAの支

援対象となっている場合も散見される３２）。

４．自助努力という開発の課題

日本の ODAにかかわる自助努力とは，一部の論者３３）が指摘する「返済や利払いが

発生するから，受取国はまじめに ODAを活用しようという機運が高まり，援助受取

国の自助努力が促進される」といった考え方で，有償資金協力の妥当性・有効性を強

調するものであったといっても過言ではない。

自助努力とは，JICAの用語集３４）によれば「開発途上国が自らの経済社会開発のた

めに行う自らの努力」と示されている。これは，ODA支援による開発の実施といっ

た狭義の努力にとどまらない。むしろ，開発をどのようにおこなうか，資金手当ては

どうするのかといった開発計画の策定・実施への努力に加えて，開発の成果をどのよ

うに具体的に発現していくかといった，国としての開発の意思が広義の自助努力でも

図－６ DAC主要国の二国間 ODAの分野別配分（２００９年）

注：その他は，農業分野（食糧援助を除く），工業等その他生産分野，緊急援助
（食糧援助を含む）および構造調整などの財政支援援助などである。

出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」２０１１年度版から作成
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ある。それは見方を変えれば，ガバナンス，すなわち統治の課題ともいえる。

残念ながら援助受取国政府への財政支援に変質している ODAの現状３５）からみる

と，ODAは援助受取国の政府の開発予算に組み込まれ，政府あるいは政府機関が実

施の主体となるインフラ整備，つまり公共事業に使われる。このような状況で，ODA

を活用しようという機運が実施主体の政府や政府機関の役人・職員の間で，またイン

フラ整備の受益者である国民の間で高まるか否かは，議論の余地があろう。

仮に，インフラ整備であっても，自助努力を問う場合には，開発ニーズの確認，開

発計画作り，調査・設計，調達，実施と管理，完了後の維持管理・運用，評価にいた

る開発事業の実施のサイクル３６）の各過程において，開発事業の実施主体が，どれほど

主体的に取り組むか，さらには ODAにより支援期間終了後に運用・維持管理をおこ

なっていくのかという点が重要であり，その受益者を巻き込んだ参加型開発の促進と

いうことからも，政府の開発の意思が明確に示されるはずである。

経済発展を通じて援助受取国の国民の社会福祉の増進という ODAの目的に立ち戻

れば，住民が行う開発事業が持続的に実施されるように支援することが ODAで求め

られる。外からの資金・技術・人材を持ち込んで行う工場建設や観光開発といった外

発的な開発行為では，住民はあくまで受身の状態で，自ら開発を行うという意思は働

かないのではなかろうか。これに対して，地元にある資源を最大限に活かして住民た

ちによる内発的な開発事業の実施を促進することは，住民や地場企業のやる気を引き

起すことになる３７）。インフラ整備における受益者としての住民が参加する参加型開発

は必要なことである。しかし，本来的には，今後は住民が開発の主体となる住民主体

型開発を ODAによって強力に支援すべきである。

５．効率と効果を問われる ODA

ODAへの批判の中で，さらに，ODA改革への提言においても，常に問われてきた

のが，透明性が高く，効率的で効果的な ODAの実施である３８）。これらも ODAの質

を示す重要な指標であるが，言葉だけが先行し，その内容が具体的に示されることは

なかった。

透明性の確保は，情報の開示の課題である。日本の ODAに関しては，外務省の政

府開発援助（ODA）白書と JICAの年次報告書が限られた一次の情報源となってい

る。これらの資料は，ODAの状況，JICAの業務内容を非常に簡潔にまとめている

が，書かれている内容も，示されている図表なども，作成者である外務省および JICA

の立場に基づいたものに過ぎない。開示されるべきことは，国民が払った税金が，実

際にどのように使われているのかということであるが，それ以上に，具体的な数字を
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含めてどのような効果があったのかが開示される必要があるのではなかろうか。資料

には，一次資料・二次資料もあり，また公式な資料・非公式な資料もあろう。また，

法に定められた組織としての文書管理保管の規程３９）もある。しかし，少なくとも公式

な資料はすべて公開することが不可欠であり，透明性の高い ODAということであれ

ば，より多くの情報が国民に開示されなければならない。

以下では，効率と効果について考察をしてみよう。

（１）効率とは

効率とは，投入されたインプット（資源：時間，技術，資金，エネルギーなど）に

対して，どれだけのアウトプット（成果，効果，便益）が高まったかということであ

る４０）。このことから，効率とは，効果を導き出すための手段といえる。

今までの ODAでは，効率とは，時間の短縮と予算の消化に目が向けられてきたと

いえないだろうか。例えば，援助受取国からの支援要請４１）を受けてから，支援の決

定４２）までに１年間以上も要しているという。援助受取国の国民が一日も早く開発事業

をスターとさせたいというニーズに応えるためには，日本国内の手続きの短縮化が求

められる。日本の国民への情報の開示，DAC諸国への通報といった手続きにかかる

期間は十分に確保されなければならないが，要請された開発事業に関与する省庁との

調整に相当の時間が取られているという実態がある。そして，ODAへの批判として

指摘されそのような省庁との調整の内容は，日本や援助受取国の国民には開示されな

い。密室で決定という理由がここにある。

次に，予算については，いかに予算を多く確保し，満額消化するかが，組織防衛の

ための最大の目標となっている危険がある。予算の消化は，財とサービスの提供者に

支払を行うことであり，それは，例えば，発電設備の製作・船積み・搬入・据付・試

運転・引渡しといった物理的な進捗にともなって発生する金銭的な進捗のことであ

る。

このような予測される物理的な工程の見込みにしたがって ODAの支援期間が定め

られる。では，５年間と定められた支援期間に対して，４年間で物理的・金銭的な進

捗が終わってしまえば，それは効率的であり，逆に，支援期間をさらに１年間延長４３）

して，６年という支援期間で終われば，それは非効率であったと言えるのか。あるい

は，当初の１００という想定予算額に対して，終わってみれば，１５０に総事業費が膨ら

み，そのオーバーした予算の確保の遅れによって，事業の実施期間がさらに５年も余

計に必要となったといった場合，当初の予算の積算が甘かったという判断から，非効

率な支援と言い切れるのか。
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これらは支援期間に限定したことであり，支援期間終了後の便益の発生，すなわち

効果のことにはまったく関係していない。自助努力の項でも述べたように，インフラ

整備への支援の場合であっても，支援期間終了後の運用・維持管理期間中の便益，つ

まり投入されたインプットに対して，どれだけのアウトプットが発生したかを，時間

や経済的な指標を用いて分析し，社会福祉の増進にどれほど寄与したかを明らかにす

ることが，効率を高めることに結実するはずである。

（２）効果とは

ODAの効果とは，その目的である援助受取国の国民の社会福祉の増進がどれほど

進んだかによって判定されるものである。より厳密には，援助受取国の開発の実施に

よる最終目標が，貧困削減にある限り，社会的・経済的な弱者の社会福祉の向上，す

なわち，どれだけの受益者が所得向上のみならず，安全な水へのアクセス向上，健康

の増進，就学率の向上といった社会指標が ODA支援の効果として計上されるべきこ

とといってよい。

繰り返しになるが，ここで注意すべきは，効果を考える際に ODA支援期間中とい

う限定された時間軸で考えるべきではなく，支援期間終了後の開発の実施中における

便益の発生に着目すべきだという点である。ODA支援というのは，援助受取国が実

施しようとしている開発事業の立ち上げの段階であり，通常は，支援期間が終了して

はじめて想定されていた開発事業の成果・便益が本格的に発生する。そして，その便

益は，支援によって形成された施設や機材といったハード（物的）とそれらを運営

し，維持管理するソフト（組織・体制，予算措置，法制度）の存在する期間にわたっ

て発生し続ける。これは，ODAによるインフラ整備への支援のみならず，住民によ

る開発活動の場合にもあてはまる。

このように考えてみれば，ODA支援の効果というのは，支援期間中の課題ではな

く，支援期間終了後の便益の発生のことである。

現状の便益の例示としては，JICA年次報告書２０１１年度版の冒頭にまとめられてい

る『JICA at a Glance』によれば，「６０００人 ２００８年にアフリカで研修を受講した保健

医療従事者の数。看護師養成校などの保健医療人材教育機関も６カ国１９カ所で建設・

改修しました」「２８００万人 ４８カ国で建設した井戸などの上水設備により，過去５年

間に安全な水を供給した住民の数」という情報が開示されているに過ぎない。

すべての ODA支援の開発事業が，貧困削減に関係していることが望まれるが，実

態はかならずしもそうではない。しかし，貧困削減を目的あるいは成果の一つとして

かかげている ODA支援事業が数多くある。そうであれば，効果として，直接的に裨
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益した貧困層，さらには間接的に裨益した貧困層の数とその社会福祉増進の内容が少

なくとも測定され，日本国民に開示されなければならない。

６．ODAの質にかかわる幾つかの錯誤

ここまで述べてきた ODAの質にかかわる問題点にもとづき，発生している錯誤を

以下に列挙してみよう。

（１）金融条件や調達条件がよければ質がよいという錯誤

供与される ODAの金融条件や調達条件がよければ質のよい ODAという錯誤が発

生しており，さらに，それらの条件が援助受取国の国民の社会福祉の増進に寄与する

といった錯誤に結実しているのではないか。

贈与比率やグラント・エレメントといった金融条件，アンタイドやタイドというタ

イイング・ステータスを示す調達条件は，ODAの入り口の条件に過ぎず，ODAの質

は支援した開発事業の成果によって測定されるものである。

（２）贈与では自己負担はないという錯誤

贈与はタダであるから負担はないというのは，援助供与国の国民も援助受取国の政

府や国民も陥っている錯誤である。無償資金協力や技術協力といった贈与によって支

援される開発事業であっても，その支援期間中には，援助受取国の負担分が少ないと

はいえ必ず発生する。それ以上に問題は，支援終了後の運営・維持管理のための予算

を含む資金の確保である。この運用・維持管理の予算・人材などが用意されないこと

から，ODA支援によって整備された施設が活用されることなく放置され，無駄な援

助と批判される。ODAによって支援された開発事業への援助受取国による資金・人

材・時間の投入が自助努力である。

（３）社会セクターへの支援ならすべてよいという錯誤

社会セクターへの支援をもっと日本の ODAで行うべきだという批判や提案があ

る。贈与のみならず有償資金協力によっても，医療・保健，上水道や教育分野への支

援が行われている。しかし，このような社会セクターへの支援にあっても，その開発

事業の受益者が上層部などに限定され，必ずしも弱者の社会福祉の増進に直接的に寄

与する分野でない場合が多い。社会セクターへの支援なら問題ないというのは錯誤で

ある。そこには，社会的・経済的弱者が開発事業の受益者として存在しなければなら

ない。
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（４）ODA支援期間中に努力すれば自助努力があるという錯誤

自助努力への支援という場合に，ODAの支援期間に限定した話題と理解されがち

であり，ここに錯誤が発生している。援助供与国は，ODAの支援期間の開発事業の

実施に，当然ながら，最大の注視を払う。援助受取国も同様である。しかし，課題が

あるとすれば，支援期間終了後の運用・維持管理である。無駄な援助という批判に応

えて，援助供与国側の意識は高まっているが，援助受取国側の体制整備は必ずしも進

んでいない。安易な自助努力論では，ODAの質は向上せず，むしろ援助依存症といっ

たガバナンスを劣化させる危険性がある。

（５）効果・効率という言葉を使えば質の高い ODAという錯誤

ODA支援による投入量，特に，時間の短縮化，資金の最小化が図られれば，効果

的・効率的な ODAというように錯誤されているのではないか。

例えば，２００８年の新 JICA誕生も，ODA実施体制の一本化という錯誤を発生させ

ただけで，省庁による予算消化構造を温存し，ODA予算の効率的配分や活用，時間

の短縮化もほとんど達成されていない。

効果に関しても，援助受取国において実施される開発事業の受益者として，どうい

う層が対象か，どのような便益が想定されるのか，結果として経済的のみならず社会

福祉がどれほどに向上したかという点に十分な配慮が行われていない。また，ODA

支援での効果というのは，支援期間中の評価，その後の限られた期間の事後評価やモ

ニタリングによって測定されているのみである。効率と効果という言葉が，その内容

を吟味されることなく，あまりにも安易に使われている。

７．おわりに

本報告では，ODAの質に焦点をあてて，どのような指標があるのか，それらの指

標の内容はどういう意味があるのか，そして，ODA白書や一部の論者が示す指標に

よって，錯誤が発生していることを論じてきた。

一部の論者が指摘する贈与比率やグラント・エレメントといった金融条件，またタ

イイング・ステータスといった調達条件，さらには金融条件と調達条件との間に存在

するというトレードオフの問題は，本来的な ODAの質を示すものではない。これら

の指標は，援助受取国が日本の ODAのスキーム，つまり，無償資金協力か技術協力

か，あるいは有償資金協力を検討する上での一つの判断材料に過ぎず，供与される

ODAの入り口だけをとらえただけである。

援助受取国における開発事業の実施への支援の終了後に発生する効果，つまり具体
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的な便益が測定されてはじめて，ODAの質は測定することができる。ODAの効果

的・効率的な実施という場合も，入り口論に終わっては，何も意味がない。ここでの

効果・効率という場合も，開発事業が実施されることによって発生する効果，つまり

具体的な便益の発生に直結することである。

次報では，ODAで示される幾つかの数字の内容についての分析結果を示し，それ

らの数字を通じて発生している錯誤をまとめて最終報告とする予定である。

注

１）恵泉女学園大学紀要第２３号２０１１年２月に詳述した。

２）恵泉女学園大学紀要第２４号２０１２年２月に詳述した。

３）ODAに対する批判は，研究者およびそのグループとともに新聞社などのマスメディアが

行っている。主要な批判を参考文献に示す。

３）政策研究大学院大学におかれた「日本の ODA を変える会」が，外務省改革の一環とし

て，２０１０年６月に『ODA改革：５つの提言』を発表している。

４）DAC（開発援助委員会）は，OECD（経済開発協力機構）の下部組織である。２００７年に韓国

が OECDに加入が認められ，DAC諸国となった。このため，韓国の公的援助は ODAとカウ

ントされる。

５）前報（紀要第２４号）では，２００８年の JICAと旧 JBIC有償資金協力部門の統合が，名ばかりの

一元化という指摘を行った。

６）第一次中期目標（１９７８年から１９８０年の３カ年間，達成），第二次中期計画（１９８１年から１９８５年

の５カ年間，未達成），第三次中期計画（１９８６年から１９９２年まで），第四次中期計画（１９８８年か

ら９２年の５年間，ほぼ達成），第五次中期計画（１９９３年から１９９７年までの５カ年間）というも

のであった。

７）前報（紀要第２４号）では，ODAの一般会計予算は削減されているが，事業予算は２００７年度あ

たりから増加に転じていることを示し，ODA予算の削減という錯誤がマスメディアの報道

などによって誘引されていることを指摘した。

８）外務省『政府開発援助（ODA）白書』２０１１年度版の図表Ⅳ－３３主要 DAC加盟国の政府開

発援助の比較，２２２pによる。

９）ODA供与によって目に見える効果がない，ODA供与国側の財政状況が厳しいなどの理由か

ら，ODA供与国において ODA供与に対する熱意を失った状況のことをいう。海外経済協力

基金開発援助研究会『経済協力用語辞典』２０pによる。

１０）国の経済規模（GNI，国民総所得）に対してどのくらいの割合を ODAとして供与している

かを示す指標である。GNIは２０００年ごろからそれまでの GNPに代わって採用されている。

１１）北欧諸国は１００％の実績を既に達成している。DACの報告書によれば，ドイツも２００５年には

「２０１５年には０．７％に引き上げる」と宣言している。

１２）２０００年９月のニューヨークで開催された国連ミレニアム・サミットで採択された国連ミレ

ニアム宣言と１９９０年代に開催された主要な国際会議やサミットで採択された国際開発目標

を統合し，一つの共通の枠組みとしてまとめられたものである。２０１５年までに達成すべき目
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標として，極度の貧困と飢餓の撲滅，普遍的初等教育の達成，ジェンダーの平等の推進と女性

の地位向上などの８つのターゲットから構成されている。

１３）恵泉女学園大学紀要第２４号２０１２年２月に詳述した。なお，朝日新聞の記事「日本の水産支援，

空回り」（２０１２年９月４日）によれば，外務省・JICAによる水産無償資金協力，水産庁の国

際漁業振興協力事業によって，太平洋諸国（マーシャル諸島，パラオ，ナウル）において整備

された漁船や水産施設が，燃油代の高騰で赤字がかさむなど，運営側の財政難が理由で，利用

が低迷しているという。

１４）DACでは，GE＝１００［１－（r/a）/d］｛１－［１/（１＋d）aG］－［１/（１＋d）aM］/d（aM－aG）｝という換

算式が使われる。ここで，GEはグラント・エレメント，d＝１返済期あたりの割引率，r＝金

利（年間），G＝据置期間，a＝年間支払回数，M＝償還期間である。

１５）同じ政府資金であっても，グラント・エレメント２５％未満は OOF（その他の公的援助）と

カウントされる。OOF は日本の場合は，２０１２年４月に株式会社となった国際協力銀行

（JBIC）他が担当している。

１６）グラント・エレメントが１００を下回っているが，ODAの形態別の有償資金協力部分がプラス

の数字のある国である。ただし，スウェーデン，ベルギー，オーストラリアは，最近は贈与の

みと想定される。

１７）ODAの金融条件等の緩やかさを示す言葉で，グラント・エレメントがその一つの指標であ

る。

１８）国際機関への出資・拠出はすべて贈与である。

１９）恵泉女学園大学紀要第２３号２０１１年２月に詳述した。

２０）適格性とは，供与される ODAで調達される財とサービスの提供者（契約者）の国籍など規

定することである。DACには調達にかかわる規定がある。

２１）アンタイド，タイドの他には，部分アンタイドといって，提供者を援助供与国と援助受取国に

限定する方法も，最近でもわずかではあるが採用されている。

２２）西垣他は，『開発援助の経済学（第二版）』において，ODA白書などで強調されている指標の

みを論考し，「国際援助社会で通常使われているのは，途上国にとってどれだけ有利な金融条

件かを表す次の２つの指標である」として，贈与比率とグラント・エレメントをあげ，さら

に「途上国の側に立って途上国の目で ODAの質を考える場合に，（中略）ODAの『ヒモ付

き』（タイド条件）の度合い」をあげている。

２３）西垣他の『開発援助の経済学（第二版）』１１１pによる。

２４）日本の ODAのアンタイド比率の高さの特徴は，草野の『ODAの正しい見方』，渡辺他の『日

本の ODAをどうするか』，西垣他の『開発援助の経済学（第二版）』で強調されている。

２５）アンタイド条件での ODA供与でありながら，特命随意契約あるいは，入札時の事前資格審査

での類似事業の経験数などの限定化などにより，日本企業が有利になるような作為が行われ

ることもある。

２６）本邦技術活用条件（STEP : Special Terms for Economic Partnership）とは，２００２年に日本の優

れた技術やノウハウを活用すべく，契約先が日本企業に限定された有償資金協力の制度であ

る。またクールアース・パートナーシップという気候変動対策のための有償資金協力の新

たな制度も２００８年に創出された。これらの制度においては，DACの規程からタイド条件が
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適用できる。

２７）最近のケースでは，２００８年に，日本の大手の開発コンサルタント会社がベトナムでの ODA支

援事業を受注した際に，現地高官に多額の賄賂を提供したとして，不正競争防止法違反（外

国公務員への贈賄）容疑で同会社の元幹部が逮捕された事件などがある。

２８）西垣他の『開発援助の経済学（第二版）』では，金融条件と調達条件がトレードオフの関係

にあることを論じている。

２９）恵泉女学園大学紀要第２４号２０１２年２月に詳述した。

３０）恵泉女学園大学紀要第２３号２０１１年２月に詳述した。

３１）恵泉女学園大学紀要第２３号２０１１年２月に詳述した。

３２）国際開発ジャーナル社１９９９『国際協力用語集 第二版』７６pによる。

３３）医療や教育の分野においても，受益者が特定の層に限定されるような ODA支援が行われて

きた。例えば，日中友好病院は，１９８４年の無償資金協力で約１６０億円の資金が提供され，病床

数１３００床の総合病院が設立された。この病院の能力向上のために，１９８１年から１０年間にわ

たって多くの日本人専門家の派遣や中国人医師・看護師の日本での研修などの技術協力が

行われた。小森によれば「（この）病院は当初から一般中国人向けではなく，外国人や特権

階級，富裕階級の中国人のみが実際の患者だった」と指摘している。小森義久『「ODA」再

考』１９pによる。

３４）草野『ODAの正しい見方』９２p，あるいは渡辺・草野『日本の ODAをどうするのか』４７p

などが代表例である。

３５）恵泉女学園大学紀要第２３号２０１１年２月に詳述した。

３６）ODAでは，プロジェクト・サイクルと呼ばれることが多い。

３７）恵泉女学園大学紀要第２３号２０１１年２月に詳述した。

３７）例えば，（社）経済団体連合会の『ODA改革に関する提言』（２００１年１０月）では「わが国 ODA

政策の理念の明確化，非効率性の排除，透明性の向上等を促進」を，また外務省が設置した第

２次 ODA改革懇談会の最終報告書（２００２年３月）においては，「ODAの透明性を高め，国民

に対する説明責任を果たすことであるとの認識に立ち，国民の心，知力と活力を総結集した

ODA，戦略を持った重点的・効果的な ODA，ODA実施体制の抜本的な整備を三つの柱とす

る具体策」が提示されている。

３９）国の行政機関や独立行政法人等の諸活動を記載した公文書等は，例えば，公文書管理法（『公

文書等の管理に関する法律』（平成２１年法律第６６号））によって，管理とともにその保存年限

を定めるように規定されている。なお，情報開示には，保存年限が過ぎた文書などは廃棄さ

れ，情報そのものが存在しないという問題も発生する。

４０）経済学の考え方を開発学の場合に置き換えた。

４１）日本の ODAでは，援助受取国からの要請がかならず行われて，はじめて支援の俎上にあが

る。要請主義に対しては，裏で日本企業が受注を目指す ODA支援の開発事業を援助受取国

から要請させているという指摘もある。その一方で，要請を行うということは援助受入国の

意志の現われと捉えることもできる。

４２）ODA供与にかかわる政府間の交換公文（E/N，Exchange of Note），贈与の場合の口上書（N/

V, Note Verbale）や贈与契約（G/A, Grant Agreement），有償資金協力貸付承諾書（L/A，Loan
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Agreement）などがある。

４３）贈与（無償資金協力や技術協力など）は単年度主義ということから１年間の予算措置であ

る。有償資金協力は，多年度主義のもとで複数年度の予算措置が講じられる。支援事業の実

施が遅延した場合には，贈与の場合の基本は支援の打ち切りで，有償資金協力の場合は E/N

や L/Aを改定することによって支援期間の期限延長が行われる。
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